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第２ 令和２年度決算の状況

１ 一 般 会 計

(１) 決 算 規 模

令和２年度の一般会計決算額は、歳入7,956億4,291万8千円、歳出7,704億5,375万7千円となっ

ており、前年度に比べ、歳入1,198億8,789万5千円（17.7％）、歳出1,115億4,906万7千円(16.9％)

とそれぞれ増加しています。

このように、決算規模が前年度に比べ増加したのは、新型コロナウイルス感染症対策関連事業

の増による国庫支出金の増加等によるものです。

(２) 決 算 収 支

令和２年度における歳入歳出差引額（形式収支）は251億8,916万1千円の黒字となり、前年度

と比べ83億3,882万7千円の増となりました。また、形式収支から明許繰越等に伴う翌年度に繰り

越すべき財源79億3,559万3千円を控除した実質収支は、172億5,356万8千円の黒字となり、単年

度収支（その年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額）は、84億1,346万5千円の黒

字となりました。

第５表 実質収支の状況

（単位　千円、％）

令和元年度 令和2年度 (B)

(A) (B) (A)

歳 入 総 額 Ａ 675,755,023 795,642,918 119,887,895

歳 出 総 額 Ｂ 658,904,690 770,453,757 111,549,067

歳 入歳 出差 引（ Ａ－ Ｂ） Ｃ 16,850,334 25,189,161 8,338,827

翌 年 度 繰 越 財 源 充 当 額 Ｄ 8,010,231 7,935,593 △ 74,638

実 質 収 支 （ Ｃ － Ｄ ） Ｅ 8,840,103 17,253,568 8,413,465

前 年 度 実 質 収 支 Ｆ 4,674,888 8,840,103 4,165,215

4,165,215 8,413,465 4,248,250

116.9

149.5

99.1

195.2

189.1

区        分

202.0単 年 度 収 支 （ Ｅ － Ｆ ） 1

(B)-(A) ×100

117.7



(３)　歳　入　決　算

　　　　　　　歳入決算の推移

1

　県税収入については、法人二税の減少により前年度決算と比べ、3.6％減の1,739億6,504万円とな

りました。

　また、地方交付税については、前年度決算と比べ、2.1％増の1,757億665万1千円となりました。

　次に、国庫支出金については、新型コロナウイルス感染症対策関連交付金の増等により、前年度

決算と比べ、63.6％増の1,396億5,921万6千円となりました。

　また、県債については、前年度決算と比べ、7.0％減の755億4,750万円となりました。

　その他の歳入については、中小企業制度融資貸付金元利収入や地方消費税清算金の増加等によ

り、47.3％増の2,307億6,451万1千円となりました。
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決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 増減額(B)-(A) (B)/(A)

1 県 税 180,440,029 26.7 173,965,040 21.9 △6,474,989 96.4

2 地 方 消 費 税 清 算 金 47,523,088 7.0 57,977,614 7.3 10,454,526 122.0

3 地 方 譲 与 税 24,796,028 3.7 22,774,508 2.9 △2,021,520 91.8

4 地 方 特 例 交 付 金 1,664,003 0.2 1,003,190 0.1 △660,813 60.3

5 地 方 交 付 税 172,021,766 25.5 175,706,651 22.1 3,684,885 102.1

6 交通安全対策特別交付金 336,671 0.1 348,952 0.0 12,281 103.6

7 分 担 金 及 び 負 担 金 4,654,345 0.7 4,396,654 0.6 △257,691 94.5

8 使 用 料 及 び 手 数 料 9,580,994 1.4 9,053,503 1.1 △527,491 94.5

9 国 庫 支 出 金 85,341,446 12.6 139,659,216 17.6 54,317,770 163.6

10 財 産 収 入 3,480,818 0.5 2,787,729 0.3 △693,089 80.1

11 寄 付 金 24,001 0.0 179,229 0.0 155,228 746.8

12 繰 入 金 13,612,843 2.0 21,903,815 2.8 8,290,972 160.9

13 繰 越 金 13,891,573 2.1 16,850,334 2.1 2,958,761 121.3

14 諸 収 入 37,147,734 5.5 93,488,983 11.7 56,341,249 251.7

15 県 債 81,239,684 12.0 75,547,500 9.5 △5,692,184 93.0

675,755,023 100.0 795,642,918 100.0 119,887,895 117.7

令和２年度

　　　　　　　令和２年度一般会計歳入決算構成比

対前年度比較

（単位　千円、％）

　　　　　　　令和２年度一般会計歳入決算の状況

令和元年度
科　　　　目

合　　　　　計

第６表

第２図
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(４)　歳　出　決　算

　　　　　　　歳出決算の推移

1

　人件費については、前年度決算と比べ、2.6％減の1,719億2,635万8千円となりました。

  また、公債費については、県債償還額の減により、前年度決算と比べ、4.4％減の890億1,173

万3千円となりました。

　次に、投資的経費については、前年度決算と比べ、4.2％減の1,113億7,813万円となりまし

た。

　その他の経費については、新型コロナウイルス感染症対策関連事業の増のほか、地方消費税清

算金及び地方消費税交付金の増により、前年度決算と比べ、48.3％増の3,850億2,261万5千円と

なりました。

第３図
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決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 増減額(B)-(A) (B)/(A)

人 件 費 176,502,152 26.8 171,926,358 22.3 △4,575,794 97.4

物 件 費 20,452,372 3.1 28,398,902 3.7 7,946,530 138.9

維 持 補 修 費 4,327,428 0.7 4,969,406 0.6 641,978 114.8

扶 助 費 13,370,656 2.0 13,114,921 1.7 △255,735 98.1

補 助 費 等 185,418,400 28.1 235,291,918 30.5 49,873,518 126.9

普 通 建 設 事 業 費 109,039,461 16.6 106,805,510 13.9 △2,233,951 98.0

災 害 復 旧 事 業 費 7,247,600 1.1 4,572,620 0.6 △2,674,980 63.1

公 債 費 93,082,476 14.1 89,011,733 11.6 △4,070,743 95.6

積 立 金 8,712,260 1.3 19,352,249 2.5 10,639,989 222.1

出 資 金 528,738 0.1 ― ― △528,738 皆減

貸 付 金 31,949,122 4.8 89,144,782 11.6 57,195,660 279.0

繰 出 金 8,274,025 1.3 7,865,358 1.0 △408,667 95.1

合　　　　　計 658,904,690 100.0 770,453,757 100.0 111,549,067 116.9

　　　　　　　令和２年度一般会計性質別歳出決算構成比

　　　　　　　令和２年度一般会計性質別歳出決算の状況
（単位　千円、％）

区　　　　分
令和元年度 令和２年度 対前年度比較

第７表

第４図
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決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 増減額(B)-(A) (B)/(A)

1 議 会 費 1,376,747 0.2 1,334,618 0.2 △42,129 96.9

2 総 務 費 36,950,803 5.6 46,188,090 6.0 9,237,287 125.0

3 民 生 費 91,991,025 14.0 102,267,700 13.3 10,276,675 111.2

4 衛 生 費 19,497,645 3.0 41,678,955 5.4 22,181,310 213.8

5 労 働 費 1,929,935 0.3 2,084,352 0.3 154,417 108.0

6 農 林 水 産 業 費 36,735,030 5.6 37,898,735 4.9 1,163,705 103.2

7 商 工 費 35,611,364 5.4 98,542,739 12.8 62,931,375 276.7

8 土 木 費 80,899,878 12.3 84,903,594 11.0 4,003,716 104.9

9 警 察 費 37,182,036 5.6 38,056,212 4.9 874,176 102.4

10 教 育 費 143,092,988 21.7 137,395,163 17.8 △5,697,825 96.0

11 災 害 復 旧 費 7,185,415 1.1 4,417,897 0.6 △2,767,518 61.5

12 公 債 費 93,204,100 14.1 89,148,384 11.6 △4,055,716 95.6

13 諸 支 出 金 73,247,724 11.1 86,537,318 11.2 13,289,594 118.1

14 予 備 費 － － － － － －

658,904,690 100.0 770,453,757 100.0 111,549,067 116.9

　　　　　　　令和２年度一般会計目的別歳出決算構成比

　　　　　　　令和２年度一般会計目的別歳出決算の状況
（単位　千円、％）

科　　　　目
令和元年度 令和２年度 対前年度比較

合　　　　　計

第８表

第５図
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(A) 59万6,751円

《歳入の内訳》 （単位　円）

※その他：分担金・負担金、繰越金、寄付金、財産収入

(B) 57万7,858円

《歳出の内訳》 （単位　円）

※その他：諸支出金、議会費、災害復旧費

(AｰB=C) 1万8,893円

　(D)　 5,952円

 (C-D)　 1万2,941円

        ※県民人口：R3.4.1現在 山口県人口移動統計調査 1,333,292人

歳 入 歳 出 差 引

実 質 収 支

商 工 ・ 労 働 費 75,473

農 林 水 産 業 費

63,680

衛 生 費

28,425公 債 費

令和２年度県民１人当たりの歳入歳出決算額の状況

教 育 費 103,050 総 務 費 34,641

《県民１人当たりの県債残高》　90万8,000円（令和２年度末）

※実質収支(純剰余金)は、基金への積立や翌年度の財源として活用します。

歳 入 総 額

翌 年 度 に 繰 り 越 し た
事 業 の 財 源 と す る 額

歳 出 総 額

（一　般　会　計　決　算）

76,703

警 察 費

県 債 56,662

繰 入 金

使用料・手数料 6,790

そ の 他 69,220

民 生 費

28,543

土 木 費

諸 収 入 そ の 他

31,260

70,119

66,863

18,162

県 税 等 173,962

地 方 交 付 税 等 149,880

国 庫 支 出 金 104,748

16,428
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２ 特 別 会 計

令和２年度特別会計決算の状況は、第９表のとおりです。

前年度決算と比べ増加した主なものは、公債管理特別会計（対前年度比2.0％増）で、借換債

償還額の増加によるものです。

一方、減少の主なものは、国民健康保険特別会計（対前年度比△2.2％）で、保険給付費等の

の減少によるものです。

第９表 令和２年度特別会計決算の状況

（単位　千円、％）

国   庫
支出金

使用料
及   び
手数料

財   産
収   入

事   業
収   入

分担金
負担金
寄付金

諸収入 繰越金 繰入金 県  債 計

母子父子寡婦
福祉資金

282,503 95,791 259,918 230 355,939 73,436 187.8

中小企業近代
化資金

509,855 401,900 302,187 23,394 800 728,281 218,426 115.9

下関漁港地方
卸売市場

354,612 73,362 3,463 25,581 36,246 14,626 219,148 372,426 17,814 95.9

林業・木材産
業改善資金

4,697 973 184,671 185,644 180,947 6,100.0

沿岸漁業改善
資金

35 4,624 158,122 162,746 162,711 0.03

当せん金付証
票発売事業

3,312,425 3,426,815 231,498 223 3,658,536 346,111 93.2

収入証紙 3,210,844 3,207,093 193,194 3,400,287 189,443 76.3

土地取得事業 9,754 91,239 4,930 96,169 86,415 10.2

公債管理 146,001,752 89,069,710 56,932,042 146,001,752 102.0

港湾整備事業 3,329,678 6,676 1,524,500 632,563 114,807 675,565 980,100 3,934,211 604,533 102.4

山口県立病院
機構

2,789,846 298,453 866,393 1,625,000 2,789,846 195.5

就農支援資金 29,839 18,978 91,668 198 110,844 81,005 114.6

国民健康保険 140,643,267 98,047,200 288 39,017,953 264,045 3,528,804 7,658,271 148,516,561 7,873,294 97.8

合　　　計 300,479,107 98,053,876 1,597,862 3,302,083 3,426,815 39,974,550 1,803,757 5,645,183 96,971,174 59,537,942 310,313,242 9,834,135 100.0

（注）収入証紙特別会計の財産収入は、証紙収入である。

（注）就農支援資金特別会計の歳入歳出差引残高には、平成22年度末で廃止された農業改良資金特別会計の残高を計上している。

歳　　　入　　　決　　　算　　　額

歳　 出
決算額

特別会計名
歳入歳
出差引
残　 高

対前年
度比較


